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研究成果の概要（和文）：本研究は「自己の正当化の手段としての政治的信頼・政治的不信というものがありえ
るか」という疑問から出発、特に有事における政治的信頼のメカニズムを明らかにすることを目的とした。2020
年2月の千葉県と埼玉県の5自治体住民合計1万人を対象として実施した調査の結果、2011年の東日本大震災によ
る原子力発電所事故に首都圏にとどまった住民は2020年の段階でも当時の民主党政権を自民党政権よりも好意的
にみる傾向があること、つまり政府方針に沿って行動制限となる行為を選択した市民は当時の政府を好意的にみ
る傾向があることが示され、本研究の仮説を否定しない方向にあることが実証された。

研究成果の概要（英文）：This project questions whether people trust the government in order to 
ensure consistency with their own behavior. The case is taken from people’s behavior after the huge
 earthquake hit Japan and led to the nuclear disaster in March 2011. In the face of the turmoil, 
some people left the Tokyo area against the government statement to avoid the alleged radioactive 
contamination and other Tokyo citizens stayed where they were. The hypothesis is that those who left
 Tokyo expressed later a sense of distrust in the government and that those who stayed later 
mentioned trust in the government so that they were able to ensure consistency with their own 
behavior. To test this, I conduct a mail-in survey asking people in the alleged-radioactively 
contaminated area about their then behavior. The results bolster the hypothesis that people trust 
government for consistency with their behavioral choice. This project makes a contribution to the 
trust literature by bringing another perspective.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は「人々がまず行動し、結果的にその方針と一致する政府を信頼する傾向がある」という仮説を立て、
2011年の原発事故後に移住しなかったと回答した人ほど、当時の与党である民主党への好感度が2020年時点でも
高いという結果を得た。厳密な因果関係の証明にはさらなる調査分析が必要であるが、「政府の政策が評価され
ているから内閣の支持率が上がる」といった従来の見方に対し、別の視点をもたらすと言えるだろう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 政治的信頼に関する長年にわたる研究では、政治的信頼を動かす要因として、短期的には政府
業績に対する評価、長期的には Social Capital の蓄積の反映の 2 つが指摘されてきた。したが
って、政治的信頼の高さは政府業績の評価や社会の成熟度を意味するものと考えられてきた。こ
れに対し、近年のアメリカ政治における政治的信頼の研究では、市民は自らが犠牲となる政策が
実施されるときに政府を信頼せざるを得ないという理論が提唱されている。この観点からは、政
治的信頼の高さは政府業績への評価や社会の成熟度を意味しなくなる。同じメカニズムは大統
領支持率が有事の際に上昇するという rally-round-the-flag effectにも通じる。 
 この戦争や自然災害などの非常事態において、市民が通常ではあまり経験しない選択を迫ら
れる状況がある。例えば 2011年東日本大震災とそれに続く原子力発電所の事故を受け、首都圏
住民は一時的に避難するか否かの選択を迫られた。このような状況においては、様々な行動をと
った個々人がその自らの行動を正当化するために、政治的信頼や政府批判は「事後」に表明され
るという状況がありうるのではないだろうか。つまり、自己の行動の正当化手段としての政治的
信頼や政府不信というものがありえるか、というのが本研究の Research Question である。も
しこの仮説が正しければ、政治的信頼の高さの解釈が変わってくることが示唆される。 
 
２．研究の目的 
 近年のアメリカで提唱されている政治的信頼に関する「人々は政治や政府を信頼する必要が
あるときに信頼する」という理論から、本研究は改めて「人々はどのようなときに政治や政府を
信頼する必要があるか」について考え、新たな政治的信頼のメカニズムを指摘することを目的と
する。本研究の仮説は「人々が行動し、その行動を正当化するために、行動にそった方向での政
治的信頼もしくは不信を表明する」である。通常説明される因果である「政治的信頼が人々の行
動を決定する」という関係とは逆に、「人々の行動が政治的信頼を決定する」という因果関係を
明らかにすることが大きな目的となる。 
 この逆の因果関係が明らかになることで、以下 2点が指摘できる。第一に、政府業績の評価で
はなく個々人の行動によってお政治的信頼が左右されることから、高い政治的信頼は必ずしも
高い業績評価を意味しないという可能性である。第二に、人々の行動をある程度規制することに
よって政治的信頼をコントロールできる可能性である。後者の点においては、業績評価に裏付け
られない政治的信頼が保たれ続けることによって民主主義が安定もしくは崩壊するという、政
治システムの問題へとつながる可能性がある。 
 
３．研究の方法 
 仮説を検証するため、2011 年 3 月の東日本大震災と原子力発電所事故を事例とする。この事
例を選択した理由は以下の通りである。当時、地震による混乱と原子力発電所の事故を受け、首
都圏においては一時的に避難する者が少なからず見られた。実際、2011 年 3 月～5月期の住民基
本台帳に基づく人口移動報告（2011 年 7月 8日総務省発表）によれば、「東京圏（一都三県）で
は西日本への転出が増え、転入超過数が前年同意より 16.8%減少」し、「三大都市圏では東京圏
から大阪圏への転出が前年同期比 14.5％増、名古屋圏へも 5.9％増えた。また福岡県へも 25.4％
増となるなど西日本への転出がめだった」（東京新聞 2011 年 7 月 9日）。津波被害や集合建物崩
壊といった地域全体的な状況を除けば、この一時的避難の傾向は首都圏の特定地域に偏らずラ
ンダムなものであり、個々人の状況に依存すると考えられる。したがって、移動という個々人の
選択的行動とそれに続く政治的態度を分析するには適している事例である。 
 具体的には避難勧告が出されていない首都圏の中でも放射線量が高い「ホットスポット」と取
り沙汰された地域として、千葉県柏市・流山市・我孫子市・浦安市と埼玉県三郷市の 5自治体を
とりあげた。これらの地域は政府発表に従えば避難の必要性がないものの、放射線量が高いこと
が住民に不安をもたらした地域である。これら自治体の各選挙人名簿から 2,000 人を無作為抽
出し、合計 10,000 人を対象として 2020 年 2 月に郵送調査（郵送から Web フォームに導く調査
も併用）を実施した。回収率は 34%である。質問項目は、震災後に移動したか否かなど震災時に
おける状況、政治的信頼、首相と市長の仕事ぶり、政治的有効性感覚、社会的信頼度、伝統的価
値観、直近選挙での投票行動、政党への好感度、最近 20 年の歴代首相に対する好感度、地域参
加、そして回答者の基本的な社会的属性である。 
 本研究は、2011 年という過去の行動を尋ね、その上で 2020 年時点での政治的態度を測ってい
るため（図 1参照）、過去の行動が現在の政治的態度に影響するかを調査するという研究意図が
回答に影響しないようにする必要がある。したがって、2011 年当時の民主党政権に対する信頼
度を直接たずねるという質問は避け、直近 20年の歴代首相に対する好感度（小泉・福田・麻生・
菅・鳩山・野田）をたずね、自民党首相の好感度平均と民主党首相の好感度平均を用いている。
なお、調査時点で首相であった安倍首相に関しては対象から外した。 



 
図 1 リサーチデザイン 

 
４．研究成果 
（１）研究結果 
 郵送調査の結果、表 1の通り、2011
年の震災後に一時的に避難しなかっ
た者（Stay-Choice）は避難した者よ
りも、当時の民主党政権を担当した
首相たちへの好感度が自民党政権の
首相たちの好感度よりも高いことが
明らかとなった。この関係は、もとも
との政治的信頼や現在の政党への好
感度など考えられる諸要因をコント
ロールした上での結果である。した
がって、政府方針に沿って行動制限
となる行為を選択した市民は当時の
政府を好意的にみる傾向があるこ
と、逆に政府方針に反して政府的に
はする必要のない行動をとった市民
は当時の政府を比較的好意的にとら
えない傾向があることが示され、本
研究の仮説を否定しない方向にある
ことが確認された。                  表 1 分析結果 
 
（２）発表 
 これらの成果は2021年7月のInternational Political Science Association annual meeting
（2021 年国際政治学会）、2021 年 9 月の American Political Science Association annual 
meeting （アメリカ政治学会）において発表し、ヨーロッパやアメリカの政治的信頼研究を専門
とする研究者より仮説にいたるアイデアを高く評価された。また、下記のように多くのフィード
バックを得た。 
 
（３）限界 
 本研究の限界は多くある。第一に、過去の事例を用いているため因果関係の厳密な実証は難し
い点である。そのためには、現在の事例を利用した自然実験もしくは Web 実験を実施するなど補
完的な研究が必要である。第二に、政治的信頼の測定の問題がある。本研究では当時の民主党政
権への「政治的信頼」を従来のシンプルな質問による測定方法では尋ねなかった。ストレートに
たずねることによる回答汚染を防ぐため、直近 20 年間の歴代首相の好感度をたずね、その好感
度を用いたが、これを「政治的信頼」「政府への信頼」と読み替えることができるかはまた検討
する余地がある。第三に、心理学的観点から自己の内部で矛盾状態を解消する認知的不協和の理
論を組み込んだ上での仮説となっていない。この点は次の研究において組み込んでいきたい。 
 
（４）今後の展望 
 2020 年春より拡大した COVID-19 においても、人々は外出自粛、マスク着用、時短営業など
様々な行動制限を強いられた。2022 年の段階では屋外で十分な距離をとった場合のマスク不着



用が推奨されている。本研究の仮説に従えば、政府方針に従った行動をとった人々は、もともと
の政治的信頼をコントロールすると、より政府信頼を表明する行動をとることになる。本研究の
発展としてこの事例にも取り組んでいきたい。 
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